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2006 年 7 月 4 日 

財  務  省 

日 本 銀 行 

 

旅行サービスの計上方法の変更について 

 

 財務省・日本銀行は、我が国の国際収支統計について、サービス収支の内訳項目であ

る「旅行サービス」の基礎データおよび推計方法の見直しを行い、本年 7 月 13 日に公

表する 2006 年 1～3月確報（速報ベースでは 5月分）から、現行のコンポーネント・ア

プローチから消費額アプローチに計上方法を変更することとしました。その概要は以下

のとおりです。 

 

１．現行の計上方法（コンポーネント・アプローチ） 

従来、我が国の「旅行サービス」1の推計は、旅行者が財貨・サービスの支払のため

に利用した決済手段に着目して行なってきました。具体的には、外国との間の受払金額

（パッケージツアー代金等大口の受払）、外国との間のクレジットカードによる決済額、

現地で使用された外貨・円貨（円貨と外貨との両替金額、訪日外国人が訪日前に取得し

た円貨や本邦の CD・ATM で引出した円貨の金額等から推計）についてのデータを収集し、

これらを組み合わせて、旅行者が取得したと想定される財貨・サービスの金額を推計す

るという複雑なものとなっています2。 

他方、近年、支払手段の多様化等に伴い、これらの決済手段が「旅行サービス」以外

に計上されるべき取引の決済に用いられる機会が増えたほか3、留学生の支出は基礎デ

ータにおいて補足され難い4といった点で改善の余地を残していました。 

 

２．新しい計上方法（消費額アプローチ） 

日本銀行は、2005 年度に成田国際空港、関西国際空港において、訪日外国人旅行者

および出国日本人旅行者に対して、旅行に関する消費額等についての調査（以下、旅行

者アンケート調査）を行いました5。 

今般の「旅行サービス」の計上方法の変更は、当該結果を活用して行なうものです。 

                                                  
1 IMF 国際収支マニュアル（第 5 版）に基づき、旅行者がある経済圏（外国人の場合は日本、日本人の場

合は海外）における 1 年未満の訪問期間中に訪問先から取得した財貨・サービスの金額を計上しています。 
2 現行の計上方法については、財務省ホームページの「国際収支統計における旅行収支の算出方法の見直

しに関するお知らせ」(http://www.mof.go.jp/jouhou/kokkin/ko150710.htm ）および日本銀行ホームペー

ジ「国際収支統計における旅行収支の計上方法の見直しについて」

（http://www.boj.or.jp/type/ronbun/ron/research/ron0307a.htm ）をご参照下さい。 
3 例えば、外国との間のクレジットカードによる決済額には、近年、日本にいながら外国から財貨を購入

するインターネットショッピングの決済代金が含まれるようになってきています（このようにして取得さ

れた財貨は、「輸入」に計上され、「旅行サービス」に計上されるべきではありません）。また、両替金額に

は、居住者による投資目的の両替額（居住者間取引であり国際収支統計の計上対象外）等が混入していま

した。 
4 留学生の授業料や生活費に充てるための送金は、報告下限金額（3,000 万円）超であれば、外為法令に基

づいて日本銀行に提出される「支払又は支払の受領に関する報告書」により把握されますが、通常はより

小額であるため、多くが捕捉漏れとなっている可能性がありました。 
5 旅行者アンケート調査の概要については、日本銀行ホームページ「訪日・海外旅行における消費額等の

調査結果について」(http://www.boj.or.jp/type/release/zuiji_new/nt_cr_new/ntbop16.htm ）をご参照下さ

い。 

http://www.mof.go.jp/jouhou/kokkin/ko150710.htm
http://www.boj.or.jp/type/ronbun/ron/research/ron0307a.htm
http://www.boj.or.jp/type/release/zuiji_new/nt_cr_new/ntbop16.htm


 2

具体的には、旅行者アンケート調査によって得られた訪日外国人旅行者、出国日本人旅

行者一人当り消費額に、訪日外国人旅行者数、出国日本人旅行者数（国際観光振興機構

「訪日外客数」、「出国日本人数」等により推計）を乗じることにより、旅行者が取得し

た財貨・サービスの消費額そのものを捉えることになります。 

 加えて、旅行者アンケート調査では十分に把握することが難しいと考えられる消費額

については、その他の基礎データを用いて「旅行サービス」に計上します。例えば、滞

在期間が 1 年以上となる長期留学生による消費額6については、空港での旅行者アンケ

ート調査では十分な精度を伴った回答を期待できないため、官庁等から公表されている

長期留学生数や留学生一人当り消費額（授業料や生活費等）を用いて推計します。また、

企業が顧客を訪日・海外旅行に無料招待する場合の宿泊費、本邦・海外での治療費等の

うち、高額なものについては、引続き「支払又は支払の受領に関する報告書」により捕

捉します。これらの消費額を旅行者アンケートに基づく消費額に加算することで全体の

「旅行サービス」を推計します。 

 新しい計上方法の適用により、次のような点で統計精度の向上が図られます。 

①「旅行サービス」以外の取引に伴う金額が排除されます。 

例えば、外国との間のクレジットカードによる決済額に含まれていたインター

ネットショッピングの決済代金、両替金額に含まれていた居住者による投資目的

の両替額等が排除されることとなります。 

②留学生による消費額がより適切に把握されます。 

短期留学生の消費額は、旅行者アンケートで把握し、１年以上滞在する留学生

の消費額は、官庁等のデータにより推計します。 

 

(参考) 新しい計上方法による 2005 年中の試算値  

 比較のために、2005 年中の「旅行サービス」を、新しい計上方法を用いて試算した

結果は次のとおりです。 
 

        （単位：億円）

  現行の計上方法（公表値） 新しい計上方法(試算値) 増減額 

  受取 支払 収支尻 受取 支払 収支尻 受取 支払 収支尻

2005/1 月 906  3,445  -2,539 532 2,460 -1,928 -374  -985 611 

2 月 1,009  3,133  -2,124 555 2,340 -1,785 -454  -793 339 

3 月 1,083  3,551  -2,468 599 2,580 -1,981 -484  -971 487 

4 月 1,194  3,033  -1,839 648 2,331 -1,683 -546  -702 156 

5 月 1,105  3,183  -2,079 593 2,225 -1,632 -512  -958 447 

6 月 1,180  3,404  -2,224 607 2,407 -1,800 -573  -997 424 

7 月 1,334  3,413  -2,079 742 2,481 -1,740 -592  -932 339 

8 月 1,207  3,951  -2,743 653 2,809 -2,156 -554  -1,142 587 

9 月 1,079  3,862  -2,782 577 2,793 -2,216 -502  -1,069 566 

10 月 1,284  3,596  -2,311 663 2,609 -1,946 -621  -987 365 

11 月 1,207  3,484  -2,277 579 2,611 -2,032 -628  -873 245 

12 月 1,123  3,315  -2,192 559 2,454 -1,895 -564  -861 297 

2005 年中 13,710  41,369  -27,659 7,308 30,101 -22,793 -6,403  -11,269 4,864 

 
以  上 

                                                  
6 留学生及び医療患者が取得した財貨・サービスについては、滞在期間にかかわらず、旅行サービスに含

まれます。 


